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2023年度日本保健師連絡協議会活動報告集会
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日本産業保健師会概況
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• 2008年3月「産業保健師活動研究会」設立
• 2009年4月「日本産業保健師会」名称変更
• 2013年11月「一般社団法人日本産業保健師会」法人化

設⽴主旨・⽬的︓
「日本産業保健師会」は職
能団体として、産業保健師の
スキルアップや適切な社会認
知がされるように働きかけるこ
とで、産業保健師の活動を支
援し、事業所等を労働衛生
の観点で支えて社会に貢献
することを目的としています。



日本産業保健師会がめざすもの

日本産業保健師会は、産業保健師が、労働衛生の専⾨知識も活⽤し労働者・事業者等に適切で充実した
健康支援活動が実践できるよう支援する。

・関連団体との連携
・要望書提出
・国の検討会への参画

・定期研修会（年3回）
・新任期産業保健師研修会
・リーダー養成研修会
・キャリアラダー産業保健師版



2023年度主な活動
�組織化および活動基盤強化

・ホームページリニューアル、賛助会員バナー専用ページ作成
・ニュースレター発行
・メルマガ毎月配信
・一般社団法人日本家族計画協会「家族と健康」執筆
・株式会社法研「へるすあっぷ21」産業保健師インタビュー
・賛助会員意見交換会開催



2023年度主な活動
�政策化および関連団体との連携強化

・要望書提出（⾃⺠党看護問題⼩委員会）
・参議院議員意見交換会（石田昌宏議員、友納理緒議員）
・産業保健の現状と課題に関する意見交換

（公益社団法人日本看護協会）
・産業保健師教育および法制化にむけた連携

（公益社団法人日本産業衛生学会産業保健看護部会）
・国の検討会や調査への協力

（厚生労働省、スポーツ庁、労働者健康安全機構等）
・日本保健師連絡協議会構成団体としての活動



2023年度要望書



2023年度主な活動
�産業保健師能力強化

・研修会開催３回
・新任期産業保健師養成研修会
・産業保健師活動推進リーダーとしての保健師に必要な能力強

化研修（日本看護協会主催）への講師・演習支援
・厚労省科研へのヒアリング協力



2023年度研修会

2023年7月15日（土）

2023年11月11日（土）

2024年4月10日（水）



2023年度新任期産業保健師養成研修

研修目的：
新任期保健師に必要な能力を、講義や実践発表、自組織の課
題を用いた演習を通して強化する

・産業保健師版キャリアラダー
・キャリアアップに必要な研修等
・国や企業組織等の要望に求められる

人材育成

前期：2023年10月19日（木）
後期：2024年1月19日（金）

集合型研修

産業保健看護専門家制度キャリアラダーに基づく研修



新任期研修アンケート結果

�内容で印象に残ったこと
�グループワーク・演習を通して印象に残ったこと
�プログラム（講義・演習・グループワーク構成）全体
への意見や感想
�産業保健師間での仲間づくり・ネットワークづくり



2024年度活動計画（重点施策）
１．産業保健師の活動基盤の強化
２．産業保健師のキャリア形成の拡充
３．会員相互の情報共有・情報交換の活性化
４．新たな健康課題における産業保健師の役割発揮への

さらなる支援

・産業保健師リーダー養成研修会開催
・日本保健師連絡協議会当番幹事
・キャリアラダー継続検討

New



ご清聴ありがとうございまいた

一般社団法人日本産業保健師会



令和５年度 全国保健師長会の活動について

～保健師活動の転換期を仲間とともに乗り越えるために～

令和６年３月２４日

全国保健師長会
会長 松本 珠実

日本保健師連絡協議会 2023年度活動報告集会



全国保健師長会

• 発足 ：昭和54年に発足

• 目的 ：保健師業務の進歩発展と会員相互の連携・ 親睦を図り、

地域住民の健康に寄与し、わが国の公衆衛生の向上に

資することを目的とする。

• 事業 ：保健師業務に関する情報交換

保健師業務について研修・調査研究

• 会員 ：自治体に所属し、保健師長と同等以上の職にあるもの

5,454人 （令和5年12月末現在）



令和５年度 活動方針

変わりゆく地域の健康課題に対峙する公衆衛生看護活動の展開
～「誰ひとり取り残されない」 保健師活動の転換期を仲間とともに乗り越える～

１ 健康危機管理対応における保健師機能発揮に向けた取組の促進

２ 地域診断と科学的根拠に基づく公衆衛生看護活動及び人材育成の推進

３ ブロック、支部における効果的な活動の推進

４ 地域の公衆衛生看護活動の推進に向けた会からの情報発信の促進



令和５年度 最重点活動目標

１ 保健師活動の可視化及び質の向上

・ 地域における保健師活動の充実強化を図るため、活動の可視化に努めます。

・都道府県部会・政令指定都市等部会・市町村部会各々の活動の充実を図り ます。

・ブロック研修会の充実を図ります。

２ 情報発信の強化

・各自治体における取り組みの課題や先進事例の情報発信に努めます。

３ 災害保健活動の推進

・｢災害時の保健活動推進マニュアル」に基づく活動の理解促進に努めます。

４ 市町村の会員拡大

・ 未加入自治体の加入促進を図ります。



全国保健師長会活動体系（令和５年度）

〇代議員総会 〇運営会議

〇常任理事会 〇拡大常任理事会 〇理事会

各種会議

〇ブロック研修会（７ブロック） 〇支部活動（６２支部）

ブロック活動・支部活動

〇都道府県部会 〇政令都市・中核市・特別区部会 〇市町村部会

〇推薦委員会 〇広報委員会 〇調査研究委員会 〇学会、学術に関する委員会

〇健やか親子特別委員会 〇健康日本２１の推進に関する特別委員会

〇災害時保健活動特別委員会

部会・委員会活動



活動１ 国家要望

Ⅰ 重点要望
１ 母子保健及び児童福祉をマネジメントする保健師の配置
２ 自治体保健師の地域活動及び平常時からの健康危機管理を

重視した人材確保と育成の支援
３ 統括的な役割を担う保健師の育成と市町村における配置

Ⅱ 施策別要望
１ 母子保健施策及び児童福祉施策
２ 感染症対策
３ 健康施策
４ 高齢者保健福祉施策
５ 精神保健福祉施策
６ 障害児者保健福祉施策
７ 難病施策
８ 健康危機管理（災害時）
９ 生活困窮者の健康支援施策



活動２ 検討会、調査等への参画・協力

厚労省/こども家庭庁

審議会・検討会等

• 厚生科学審議会「地域保健健
康増進栄養部会/歯科健康診
査推進事業」検討部会

• 市町村における精神保健に
係る相談支援体制整備の推
進に関する検討チーム

• 産後ケア事業の体制整備に
関する調査研究事業 等

厚労省科学研究への協力

• 自治体における災害時保健
活動マニュアルの策定及び活
動推進のための研究

• 保健所ならびに市町村保健
センター間の情報連携を見
据えたデジタル化推進に関
する研究

• 精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築を推
進する政策研究

• 自治体保健師の計画的・継続
的な確保に関する研究 等

関係団体との連携

• 日本公衆衛生協会、日本保健
師連絡協議会、日本公衆衛生
看護学会、日本公衆衛生学会、
日本看護協会等

• 「保健師の未来を拓くプロ
ジェクト」への参画



活動３ 地域保健総合推進事業（受託事業）

健康危機管理における保健活動を推進する
統括保健師間ネットワーク構築に関する調査研究事業

• 分担事業者 富岡順子（神奈川県平塚保健福祉事務所）



ネットワークの成果

9

住民サービスの向上自治体保健師組織の機能の強化

 コロナ禍
<例>救急医療体制の整備につながった。
<例>統括保健師が窓口になり

市保健師が応援 住民サービスの充実

 平時
<例>新規事業を統括保健師間で相談し、

住民サービスが充実

 組織としての保健師職能の強化
（健康危機管理）

<例>コロナ逼迫状況が共有され迅速に応援調整
<例>能登半島地震発生直後から統括間で連絡。

以前から政令市を含め合同派遣チームを編成
迅速に調整し派遣

 統括保健師自身の役割認識の強化と行動
<例>統括としての意識が高まり活動
<例>他の統括保健師からアドバイスを得て役割・

期待が明確化
的確な動きができた。



活動４ 調査研究事業

健康危機管理において統括保健師に必要とされる
技術の明確化

• 河西あかね（東京都多摩府中保健所）

保健所の企画・調整業務を担う保健師に求められ
る能力とその向上のための取組

• 大西聖子（大阪府泉佐野保健所）



活動５ ブロック研修

北海道ブロック

• コロナ禍
の保健師
活動の振
り返りとこ
れからの
保健師活
動を考え
る

東北ブロック

• 「これから
の保健師
活動」～地
域に責任
を持つ活
動の強化
に向けて
～

北関東・甲信越
ブロック

• 未来を創
造する公
衆衛生看
護活動の
展開 ～保
健師活動
の原点か
ら住民と
ともに創
る未来～

南関東・東京
ブロック

• 未来を創
造する公
衆衛生看
護活動の
展開「多様
化する保
健師の人
材育成と
は～日々
の実践を
振り返る
～」

東海・北陸
ブロック

• 変わりゆ
く地域の
健康課題
に対峙す
る公衆衛
生活動の
展開～「誰
ひとり取り
残されな
い」保健師
活動の転
換期を仲
間と乗り
越える～

近畿ブロック

• ”未来を創
造する公
衆衛生看
護活動の
展開“～保
健師の原
点から住
民ととも
に創る未
来～『保健
師の人材
育成と公
衆衛生活
動の推進』

中国・四国
ブロック

• 中堅期の
人材育成
～保健師
を継続す
る力、なり
たい管理
者を目指
せるため
に～

九州ブロック

• 変わりゆ
く地域の
健康課題
に対峙す
る公衆衛
生活動の
展開～｢誰
ひとり取り
残されな
い｣保健師
活動の転
換期を仲
間ととも
に乗り越
える～



活動６ 委員会活動

〇都道府県部会

〇政令都市・中核市・特別区部会

〇市町村部会

〇推薦委員会

〇広報委員会

〇調査研究委員会

〇学会、学術に関する委員会

〇健やか親子特別委員会

〇健康日本２１の推進に関する特別委員会

〇災害時保健活動特別委員会



活動７ 代議員総会・研修会

日時：令和５年１１月１８日（土）

場所：ホテル国際２１（長野県長野市）

内容：〔１〕代議員総会

・次年度活動方針・予算の決定 ・役員選挙

・統括保健師間ネットワーク推進特別委員会の設置 その他

〔２〕研修会

・基調講演「DXで保健師活動はどう変わる？

～今、保健師が取り組むべきこと～」田口敦子（慶応義塾大学看護医療学部・教授）

赤塚永貴（同・助教）

・実践報告１「地方自治体の保健師活動におけるICTの活用に関する調査から

見えてきた課題」 吉田知可（大分県）

・実践報告２「島田市における保健師活動のDX化への取組」 鈴木仁枝（静岡県）



活動８ 災害関連

情
報
発
信

• ホームページを活用し、
情報発信

• WebGISデータ公開
サイト、メンタルヘルス
対策、被災しているお
子さんを持つお母さん
お父さん向けチラシ、
ラピッドアセスメント
シート等保健活動情報
記入様式、応援受援時
活用様式等

研
修
会
の
開
催

• 「能登半島地震関連・
地震断水時の避難所・
避難生活の衛生対策」
オフィス環監未来塾
中臣昌広先生

• １月２８日、２月２９日
（オンライン・オンデマ
ンド）

実
態
調
査

• 能登半島地震における
自治体保健師の被災
地支援の実態について

• ２月５日～１６日

• 対象 ６１支部長



令和６年度に向けて

• 各種保健医療福祉計画の初年度である令和６年度は、会員相互のネット
ワークの重要性を踏まえ、時代の要請に応える保健師活動を追及し、
保健師の未来を見据えて、①効果的な保健師の人材育成とそれを支え
る体制の強化、②健康格差の解消を目指した保健師活動の推進、
③新たな手法による保健師活動の横展開などを図っていく。

• 令和５年度地域保健総合推進事業の成果を踏まえ「統括保健師間ネット
ワーク推進特別委員会」を新設し、統括保健師の機能発揮を目指す。

• 地域に根差した活動の減少などの実態を踏まえ、地区活動のあり方に
ついて議論を深めていきたい。

ご清聴ありがとうございました。



令和５年度日本保健師活動研究会 活動報告

第１回オンライセミナー

どうする！？

こども家庭センターと母子保健活動



セミナー開催の背景

• 人口減少、少子化の中で、子ども基本法が制定
• こども家庭庁の設置
• 2024年度から、市町村に「こども家庭センター」の義務化
【⼾惑いの声】
・福祉主導で進んでいる「こども家庭センター」の位置づけは、

どうしたらよいのか？
・地域保健の枠組のなかにあった⺟子保健はどうなるのか？
・ポピュレーションアプローチ、地区担当制はどうするのか？



セミナーのプログラム

日本保健師活動研究会 会⻑ 平野かよ子開会あいさつ13:30-

日本保健師活動研究会 副会⻑ 中板 育美講演 こども家庭センターと保健師活動13:33-

⼤阪市こども⻘少年局 子育て支援部 保健副主幹 友田 桐子
⼤阪市健康局 健康推進部 保健指導担当部⻑ 松本 珠実話題提供① 大阪市の取り組み14:04-

⾼浜町 こども未来課 課⻑補佐 本田友紀子
福井県 丹南健康福祉センター 福祉保健部 部⻑ 濵坂 浩子

話題提供② 高浜町の取り組み
話題提供③ 福井県の取り組み14:35-

質疑応答15:05-
休憩15:15-

あきる野市 子ども家庭支援センター 所⻑ 石⼭ 和可子話題提供③ あきる野市の取り組み15:20-

参加者同士のトークタイム15:35-

質疑応答16:25-

日本保健師活動研究会 副会⻑ 松浦 美紀閉会あいさつ16:28-

日時：2023年10月28日（日）13:30-16:30 オンライン
ねらい：日々思う疑問を出し合い整理し、保健師らしい⺟⼦保健活動のあり⽅を一緒に考えよう



講 演

こども家庭センターと保健師活動

新たなこども施策の中で、こども家庭センターと保健師の役割

武蔵野大学 本会副会⻑
中板 育美



「児童福祉法等の一部を改正する法律」 2024年4月1日施行

内 容変 更 の ポ イ ン ト

こども家庭センターの設置や家庭支援の充実。子育て家庭への包括的な
支援の提供

サポートプランの作成の義務化
子育て世帯訪問支援事業

子育て世帯への包括的支援の強化

一時保護所や児童相談所における支援の質の向上 妊産婦への支援強化
妊産婦等生活支援事業（メンタルヘルス含む）
児童育成支援拠点事業
親子関係形成支援事業

児童や困難を抱える妊婦への支援の質の向上

社会的養育経験者や障害児の自立支援強化社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童への自立支援強化

児童の権利擁護の強化児童の意見聴取などの仕組み整備

一時保護時の司法審査導入（透明性の確保）一時保護開始時の判断に関する司法審査導入

実務者の専門性向上
資格や研修制度の整備

認定こども家庭ソーシャルワーカー

子ども家庭福祉における実務者の専門性向上

児童をわいせつ行為から守るため、保育士の資格管理の厳格化
犯罪者の保育士への就職を防ぐ措置
日本版DBS（＝Disclosure and Barring Service）

児童をわいせつ行為から守るための環境整備

子育てに困難を抱える家庭への支援が不十分



こども施策の立案・実施に当たって踏まえるべき基本的な事項

１ こども・若者、結婚・子育てを希望する方や子育て当事者の視点に立って考えること
「意見表明権 と 意思決定支援」

こどもが意見を聴かれる権利

２ こどもや若者のライフステージに応じて切れ目なく対応していくこと
子育てを社会全体で支えていく環境が整備し、子育てに安心感を持てる

３ 全てのこども・若者への対応を基本としつつ、こどもや若者の現在と将来がその生ま
れ育った環境によって左右されることのないようにすること

４ 結婚や子育てに希望を持つことができ、その希望を叶えるようにすること

こども政策の推進に係る有識者会議 第２次報告書
～「こども大綱」の策定に向けた論点～



こども家庭センターの設置

全ての妊産婦、子育て世帯、全ての子ども
へ一体的に相談支援を行う機能を有する

・「子育て世代包括支援センター（母子保健）」と「子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）」

の意義・機能を維持する（市区町村の努力義務化）

・パターンは一つではない 改正児童福祉法（令和4

年）

こども家庭庁 成育局⺟子保健課．支援局虐待防⽌対策課：こども家庭センター業務ガイドライン（暫定版）のうち⺟⼦保
健部分の送付について.事務連絡．令和5年9月 13 日



母子保健（事業）は、
・疾患や障害のスクリーニング
・親のメンタルヘルス・子育ての特徴を把握

保健師は、母子保健事業を介して、医学的・心理的・社会
的視点で、問題が起こる前にそれを軽減するスターター

予防を担う母子保健

母子保健・精神医学関連の知識を総動員し、こどもの健全な発育を阻む、また
は虐待等の不利な養育条件（リスク）をことが起こるまえに評価し、児童福祉や
医療など地域連携のもとにリスク軽減に繋ぐことができるポジション。

（サポートプラン）



保健師の役割
母子保健における『予防活動』を

「こども家庭センター」に浸透させる

⇒ 安全な妊娠経過・出産

⇒ 養育環境の早期改善

⇒ 子どもの心身の健康性の保障

⇒ 子どもが大人に意見を聴かれる権利の行使（権利条約12条）

⇒ 虐待等の不利な養育条件のリサイクリングの阻止

⇒予防はコスト・ベニフィットが非常に大きい（長い目で見て･･･）



話題提供①
こども家庭センターの設置に向けた

大阪市の取組

大阪市こども青少年局子育て支援部 保健副主幹 友田 桐子氏
健康局保健指導担当部 部長 松本 珠実氏



【大阪市の概況】

・人口：277万人、出生数：1520/R5.9月
・24区に保健福祉センター
・⺟⼦保健体制：大阪市版ネウボラ 伴⾛型相談⽀援、

4歳児訪問指導事業（全数対応）
・⺟⼦管理票で情報の集約・⼀元化：紙媒体と⺟⼦保健システム

切れ目のない⽀援の構築（⽀援連絡票）
・保健福祉センター：

地域保健活動担当（保健）と⼦育て⽀援室(福祉)で構成
⽀援連絡票を用いて情報共有・連携
センターの人口、保健師等の人員、保健と福祉の連携に違い



こども家庭センター設置へ向けての準備の経緯①

・各区の母子保健の実態把握の調査・分析（R5.６～）
24区の具体的な方法・体制、保健と福祉の連携状況

アンケート調査:職員体制、既存会議、連携方法
各区保健福祉センターへ出向き保健と福祉にヒアリング

・ワーキンググループ・作業部会を設置
保健と福祉それぞれに課長とリーダー職員でのワーキングG
統括保健師と福祉職のリーダーによる保健と福祉の作業部会

・市の基本的な考え方の策定（調査結果を基に）
主な検討テーマ：

①サポートプラン ②合同ケース会議 ③事務フォロー等



こども家庭センター設置へ向けての準備の経緯②

【保健の作業部会の主な意見】

 合同ケース会議の持ち方

母子保健のグレーゾーンのケースについても組織的に情報共有・相談

 連携の要の「統括支援員」等にポピュレーションアプローチの理解の働きかけ

 これまでの母子保健活動を踏襲しつつ業務の整理；

現行の支援プランの課題、サポートプランを作成する対象

【保健師の増員】

令和２年度より、新たな保健と福祉の充実を図るため、健康危機管理や保健
福祉センター等に保健師を増員



【基本的な考え方】
こども家庭センターは情報共有・連携の機能と捉え、

この機能を各区保健福祉センターの地域保健活動担当（母子保健）と子育
て支援室（児童福祉）の部門構成で担い、

「統括支援員の配置」と「合同ケース会議」で充実を図る。

【今後の課題】
・大阪市版「こども家庭センター業務の手引き（仮）」の作成
・新たな業務について区長会、区担当者会での説明
・市民、関係機関へのこども家庭センターについての周知



話題提供②

こども家庭センターの設置に向けた
高浜町の取組

kurumu（⼦育て世代包括⽀援センター）と子ども家庭総合支援拠点の

立ち上げから、こども家庭センターへ
～幸せに子育てができるまちを目指した高浜町の取り組み～

福井県高浜町こども未来課 課長補佐 本田 友紀子氏



【高浜町の概況】
人口；10,175人、高齢化率；33.1%,  出生数；70人/R3
産科医療機関なし、助産院なし、
妊産婦は車で30分以上かかる近隣市の産科医療機関へ

【令和5年4月「こども家庭センター」：こども未来課を設置】
こども未来課の構成

・保健福祉課保健G（⺟⼦保健、⼦育て⽀援、保育所・こども園、⼦育
て世代包括⽀援センター・⼦ども家庭総合⽀援拠点）

・保健福祉課福祉G（障がい児福祉、ひとり親⽀援、児童扶養手当）
・住⺠生活課（こども医療、こどもの諸手当）



こども家庭センター設置までの経緯①

【子育て世代包括支援センター（Kurumu）の取組み】
＜平成28・29年：準備期間＞

就学前までの子ども家庭の現状把握・分析；カルテや問診票等を分析・整理し、支
援方法の見直
町として目指す姿を：「幸せに子育てができる町」と住民目線で再構築

＜平成30年＞

チーム支援力の強化、妊娠期からの家族支援、リスクの高まりやすい時期の支援強
化として民宿を活用した産後ケアデイサービス、一時預かりの開始
拠点（kurumu）の充実；子育て世代包括支援センターの改修



こども家庭センター設置までの経緯②

•要対協調整機関・子ども家庭総合支援拠点の取組み
＜平成24年＞

要保護児童の増加・深刻化：虐待件数の増加の分析、ワーキング部会を開催、

要対協の運営体制の見直し、研修会の導入

＜平成28・29年＞

子ども虐待状況の分析・整理、必要な対策の明確化

＜平成30年＞

子ども家庭総合支援拠点の設置

要保護児童数は増加するも緊急対応ケースは減少

•一体的な支援の推進のための課題・新たな取り組み
実施体制の課題：主たる支援者が不明確、人員配置

新たな取り組み：支援プラン様式の作成、カンファレンスの実施、フローチャートの作成



令和５年度から【こども家庭センター】になってのメリットと課題

高浜町の「こども家庭センター」
子育て世代包括支援センター(kurumu)と子ども家庭総合支援拠点、住民生活課

で構成する「こども未来課」を標榜

・メリット：①妊娠期からの一体的支援、介入しやすい
②相談を保健と福祉ですぐ共有し対応できる
③障がい・生活困窮との連携がしやすい

・課 題：①ヤングケアラー、不登校等への対応と教育委員会等との連携
②虐待ケースの複雑化・重症化
③対応する人材の育成



話題提供④

こども家庭センターの設置に向けた
東京都あきる野市の取組

あきる野市における母子保健と児童福祉の一体化と
保健師活動の課題

東京都あきる野市子ども家庭支援センター所⻑
保健師業務調整担当

石⼭ 和可子氏



【あきる野市の概況】

・人口:79.648人、⾼齢化率：30.6%、修正数:382 人/R4,
・７地区
・子ども家庭部 子ども家庭支援センター
・保健師の活動体制：

地区担当制（H8〜H24）介護・障害へ分散配置
健康課は地区担当
H25年度から業務担当



・Ｈ7 1市1町が合併し、あきる野市となる、保健師は1人のみ

・Ｈ8 母子保健移管に合わせ複数保健師の採用、配置は係に分かれるが、保健

師の活動体制は係を超えて地区担当制とする

・Ｈ18 子ども家庭支援センターに保健師が配置される

・H25 地区担当制から業務担当制となる

保健師を取り巻く動き

・H28 保健師業務の今後の方向性に関する検討会議

構成員：副市長、保健師が所属する部課長、保健師主査2人

・R3 保健師管理職に保健師業務調整担当の辞令（R1に１人の保健師が管理職）

統括保健師として課を超えた保健師活動の調整を行う



 Ｒ２ 子育て支援拠点＊ （児童福祉所管）と本庁（健康課）に分散されている

母子保健係の集約について検討開始

Ｒ３ 母子保健係の配置や組織の在り方について、母子保健係を所管する健康

福祉部長、健康課長、子育て支援拠点＊を所管する子ども家庭部長、子ど

も家庭支援センター所長と協議

＊あきる野市独自の「子育て世代包括支援センター」「子育て支援総合窓口」「ファミサポ」「ひろば」「一時預

り」「子ども家庭支援センター」が同じ場所に配置されている部署

国からこども家庭センター設置の通知が発出されたことに伴い、母子保健

係を子ども家庭支援センターに組織変更することの協議を開始し、

 Ｒ５ 母子保健係が子ども家庭支援センター（児童福祉を含む）の所管に変更

母子保健と児童福祉の一体化



児童福祉と母子保健の一体化により

【達成できたこと】

• 密な情報共有

• 保健師と相談員の動きが見え、連携した対応や役割が明確化

• スムーズなケース対応

支援の必要な妊婦に対して、母子健康手帳交付時に、その場で保

健師と相談員が同時に顔つなぎができ、支援計画を共有できる。

虐待通告で子ども調査を行う際に、これまでの母子保健でのかかわ

りを直ぐに確認でき、その上で子どもと保護者に対応できる。

【課題】

• 出産・子育て応援事業や産後ケア事業などの対応に追われ、保健師としての
地区活動が行えない。

• 保健師は地区担当制の下で、子どもから成人、障がい者、高齢者と、全ての
市民の相談対応の窓口となり、市民にとって分かりやすく相談しやすい体制の
推進を図ることをめざしている。



オンラインセミナーでの学び
 各⾃治体は、これまでの保健と福祉の活動実態・連携実態を振

り返り、また、改めて調査・分析し、⾃治体としての方向性を
話し合っている。
 その結果を踏まえ、保健と福祉による切れ目のない支援をより

一層一体化する組織の在り方を協議する場（ワーキンググルー
プ、作業部会、協議会）を設置している。
 保健と福祉の組織のトップをメンバーに含めた構成員で組織・

人員について協議し推進させている。
 これまでの活動方法や連携体制を基盤として、「こども家庭セ

ンター」を、より一体化した支援を強化する「機能」と位置付
けている。
 保健活動のポピュレーションアプローチや予防の機能を発展さ

せ、ハイリスクアプローチと連動した保健福祉活動の実現を目
指そうとしている。



 保健師は、⾃治体全体の保健師活動と子どもに関する
支援・連携とを連動させ、保健師活動の本質を維持させ
ようとしている。
 これを機に保健師の人員増を図っている。

各自治体がこれまでの活動を活かし、ポピュレーショ
ンアプローチや予防を発展させる「こども家庭セン
ター」の在り⽅を協議し進めることを期待する。また、
本会は次年度も保健師の実践の向上を支援し、実践から
保健師の活動⽅法論を明らかにする活動を発展させる。



話題提供③
福井県の母子保健の取組み

福井県丹南健康福祉センター 福祉保健部長

濵坂 浩子氏



母子保健サービスの全県的水準の向上 成果と課題

・母子保健スーパーバイザーの市町支援活動に

より、各市町の乳幼児健診等の実態を把握し、

課題を明確化

・母子保健スーパーバイザーによる新任期保健師

の同行訪問や会議企画等への指導を通じ、若手

保健師が成長

・管内市町との会議やヒアリング、現場見学等に

より、母子保健の課題共有がしやすくなった。

・市町間の連絡調整や市町への技術的援助など

県の役割の再確認、次世代の健康を育む母子

保健活動へのモチベーション向上。

成 果

・母子保健サービス（妊娠期、産前・産後の支援、乳幼児

健診等）の全県的水準の向上に向けた取組みの推進

・県の母子保健担当者の知識・技術の向上

・市町支援や母子保健のポピュレーションアプローチ

等の技術・経験を、管理期保健師から若手保健師

へ継承

・本庁、健康福祉センター、市町とのさらなる連携

強化によるハイリスクアプローチとポピュレーション

アプローチの展開

・母子保健スーパーバイザーの継続的な確保

課 題



・情報発信：統計データから見た課題の提示
県内・外の好事例の紹介

・人材育成：管理期⇒マネジメント力の強化
中堅～新任期⇒対人支援能力の強化

・ポピュレーションアプローチの充実・強化への支援

事業評価や改善への助言

こども家庭センター設置に向けた市町の課題と県の取組みの方向

・母子保健はじめ、健康づくり、介護予防などあらゆるポピュレーションアプロ―チにとりくむ必要
・こども家庭センターの設置に伴い、統括支援員およびスタッフの確保・育成が必要
・こども家庭支援センターの設置により、市町の母子保健活動がハイリスクアプローチに偏り、ポピュレー

ションアプローチが手薄になる危惧

市町の課題

県の取組み

・ハイリスクアプローチ（医療的ケア児、複合的な
問題を抱えた母子への支援など）の強化

・地域診断に基づく管内市町の課題に応じた支援
・管内の関係機関との連携強化
・管内市町のニーズに合わせた研修実施

保健所の取組み

連携

連携と支援



地域における保健師活動の課題と今後の取組みについて
 〜日本看護協会の2023年度の活動から〜

公益社団法人日本看護協会 
常任理事 中野 ⼣⾹⾥
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日本の健康課題・対策の変遷と保健師の役割

保健婦規則の制定 2010年代1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代1950年代1941

伝染病防疫活動と
結核患者家庭訪問

⺟⼦保健
健やか親⼦21

妊産婦・乳幼児の保健指導
新生児訪問

虐待対応・予防
⼦育て世代包括支援システムの構築

障害者の自立への支援

老人健康診査
寝たきり老人訪問

高齢者支援

重症心身障害児者支援 精神障害にも対応した地域包
括ケアシステムの構築

介護予防事業
（介護保険法）

健康危機管理

健康増進・健康寿命の延伸

認知症・がん・疾病管理 認知症対策

産業保健

生活困窮児・者支援

地域包括ケアシステムの構築推進

健康日本21（健康増進・健康寿命の延伸）
国⺠健康づくり運動

がん対策
全世代型包括ケアシステムの構築

未熟児対策

公害対策
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全世代型社会保障
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災害時危機管理支援チームの派遣
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感染症対策

特定健診・特定保健指導

COVID-19対応・対策

⼦どもの貧困・貧困の連鎖

障害児・者支援
精神保健

保健師は、
• 時代に合った活動を積み重ねて展開
• 活動対象や内容を変更しながら複雑

多様化した健康課題に対峙
• 制度改正等を踏まえて保健師⾃身の

機能も多様に変化させ活動

UHC達成・維持へ貢献
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国・関連施策の主な方向性
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� 地域包括ケアの推進
� 地域共生社会の実現
� 持続可能な全世代型社会保障の実現
� 健康危機への体制強化

➡関連施策は様々に変遷

「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の改正
（令和5年3月27日厚生労働省告示第86号）
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現在・将来の地域社会の変化
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� 超少子・⾼齢社会／人口減少の更なる進展
� 気候変動による災害の発生や感染症の拡⼤
� 療養の場の地域への移行

・疾病や障害を持ちながら地域で生活する人々の増加

� 地域コミュニティの脆弱化
・互助／共助の脆弱化、人々のつながりの希薄化
・生活困窮・孤立化（就職氷河期世代の⾼齢化、単身世帯の増加）
・健康格差の拡⼤

� 更なる地方分権の進展
・⾃治体間格差／地域格差の拡⼤
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保健師を取り巻く課題を踏まえた必要な取組み

� 保健師の継続的・計画的な人材確保

� 保健師の人材育成
−教育（基礎教育・現任教育）の質の確保
−保健師の専⾨性の可視化

� 保健師の活動強化・活躍推進
−保健師間・多職種間連携の強化

� 保健師を支える政策・要望

本
会
保
健
師
関
連
事
業

本
会
保
健
師
職
能
委
員
会
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� 保健師の確保と活躍推進
1）⾃治体保健師人材確保のための魅力・情報発信事業
2）保健師の人材育成ツールの開発
3）⼤学院教育推進に関する検討
4）保健政策の動向及び健康危機管理に関する政策提言,情報収集・発信

� 地域における健康・療養支援体制の強化に向けた取り組み
1）地域における重症化予防に資する看護活動の強化に向けた検討と公表
2）産業保健のあり方に関する検討

※全て本会重点事業

2023年度 保健師関連事業（全体概要）



令和5年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業
1）「自治体保健師人材確保のための魅力・情報発信事業」

⚫ 保健師の確保と活躍推進

（1） 自治体保健師の活動内容や魅力発信のためのイベント
対象：看護学生、保健師資格保有者、学生の保護者等
開催場所：各都道府県にて

◆ 12月開催：33か所
◆ 1月開催 ：11か所
◆  3月開催 ：1か所 参加者総数 約1,500名

【プログラム】
●第一部：⾃治体保健師から活動内容や魅力発信 ※Web

(会場でパブリックビューイングを実施)
●第二部：⾃治体保健師との相談会 ※対面

(各都道府県にて相談ブース設置）

© 2024 Japanese Nursing Association 
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⾃治体保健師の求人情報を周知・検索する方法として、
e-ナースセンターの活用について情報発信
※チラシを作成し配布

（2） 自治体保健師人材確保に向けたeナースセンターの活用促進

チラシの種類 配布先
① ⾃治体向け 都道府県および市町村等
② 求職者向け 都道府県ナースセンター等

①⾃治体向け ②求職者向け
© 2024 Japanese Nursing Association 
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� 保健師の確保と活躍推進

© 2024 Japanese Nursing Association 
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2）保健師の人材育成ツール（習熟段階）の開発
【背景】
� 全保健師を対象とした保健師実践能力・習熟段階等を明示したものがない
� 「保健師活動指針」には、人材育成体制構築や人材育成を一層推進すること

が示されているが、現在の現任教育・人材育成体制等は十分ではない*
＊保健師の活動基盤に関する基礎調査（2022年度厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業）

【2023年度 実施内容】
� 保健師実践能力等に関する既存のエビデンスを収集・確認
� 保健師関連団体等と有識者会議を開催し、方向性を検討

【2024年度 予定】
保健師実践能力に基づく学習項目・習熟段階の作成
（1）全ての保健師に共通する保健師実践能力の明確化
（2）保健師実践能力に基づく学習項目・習熟段階（案）の作成



� 保健師の確保と活躍推進

© 2024 Japanese Nursing Association 

10

3）大学院教育推進に関する検討

【背景】
� 単位の読み替えにより 「公衆衛生看護」に関する教育の内容・時間の不足*
� ⼤学教育（選択制・必修制）では、実習で「家庭訪問」「健康相談」「健康診

査（問診）」の主体的な体験ができていない*
� 保健師に求められる実践能力の卒業時の到達割合は約60〜70％*

【2023年度 実施内容】
� 文部科学省による看護学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂に向けた検討

進捗について情報収集・意見交換
� 保健師の⼤学院教育の推進に向けた現状と課題を保健師関連団体と共有し、⼤

学院教育/上乗せ教育の推進方策を検討するための論点整理

＊2017年「保健師学校養成所における基礎教育に関する調査」報告書記載より

【2024年度 予定】
大学院教育の成果や大学院化推進のための取組み戦略の明確化
（取組みの課題整理、合意形成）



【背景】
� 前回の指針改正から10年、社会環境や保健師に求められる役割は変化
� 「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」改正（R5.3.27）
� 健康日本21（第三次）開始等、保健師活動に関連する法令や指針・方針等の改正

➡2040年問題等を見据え、今後必要な保健師活動の検討・明確化が必要である。

【2023年度 実施内容】
� 47県協会保健師職能委員⻑をとおして全国から意見集約
� 保健師の活動の現状と課題を整理、指針改正における議論のポイントを検討

� 保健師の確保と活躍推進

© 2024 Japanese Nursing Association 
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4）保健政策の動向及び健康危機管理に関する政策提言、
  情報収集・発信

保健師の活動指針の改正に向けた検討

【2024年度 予定】
地域指針と保健師活動指針の改正に向けた提言及び改正指針の活用推進策の検討
※2024年度 保健師職能委員会活動でも取組む



【背景】
� 2040年頃の社会の課題を見据えた注力すべき課題として

「地域における療養支援等の確立」＊本会、2040年を見据えた看護のあり方の検討より

� 本事業は2020年度より開始し、看護活動内容や体制の具体を調査・ヒアリング

【2023年度 実施内容】
� 2020年度〜2022年度の結果を踏まえ、今後地域において強化すべき重症化予防

に資する看護活動の方向性を整理
� ⾃治体保健師と地域の看護職等の連携・協働による地域保健・地域看護活動の

ポイントをまとめた冊子の骨子作成
� 地域・職域連携に関して実践者へのグループヒアリング
� 外部学識者等による執筆協力チームを編成し、冊子原稿（案）を作成

� 地域における健康・療養支援体制の強化に向けた取り組み

© 2024 Japanese Nursing Association 
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1）地域における重症化予防に資する看護活動の強化に
  向けた検討と公表

【2024年度 実施内容】
 冊⼦完成・配布（取組み促進のための周知活動）



� 地域における健康・療養支援体制の強化に向けた取り組み

© 2024 Japanese Nursing Association 
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2）産業保健のあり⽅に関する検討
【背景】
� 労働者の健康保持・増進に関する課題の多様化
� 労働者の約7割が勤務する中⼩企業では、産業保健活動を十分に行える人員・活

動体制ではなく、見直しが必要

【2023年度 実施内容】
� 厚生労働省「産業保健のあり方に関する検討会」の「議論の概要」へ意見提出

➡産業保健分野の保健師等の役割・位置づけの明確化に関する意見もあったが、
具体的な法改正には至らず。

� 産業領域で活動する看護職に対しヒアリングを実施し、現状・課題等を整理
� 産業保健の現状・課題の共有に向け産業保健関係団体との意見交換

【2024年度 実施内容】
働き盛り世代の健康を支える地域・職域連携の強化戦略の検討
（1）地域・職域連携の実態把握調査（Web調査）
       対象：① 産業保健総合支援センター、地域産業保健センター ②中⼩企業
（2）地域・職域連携の好事例収集
（3）地域・職域連携の強化戦略の検討
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① 保健師活動指針の改正に向けた検討

② 保健師の連携強化に向けた現状把握・課題発見
〜これからの地域保健活動推進に向けた保健所、市町村、

産業保健師等の連携について〜

③ 入会促進に向けた取り組みの成果・課題の共有と
推進策の検討

2023年度 本会保健師職能委員会のテーマ
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※ 第2回全国保健師職能委員⻑会資料抜粋
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2024年度 保健師職能委員会活動
・各地域の状況に応じた保健師の人材育成・確保のあり方検討
〔再掲〕2024年度 本会事業【重点事業】

・保健師実践能力に基づく学習項目・習熟段階の作成
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2024年度 保健師職能委員会活動
・⾃治体保健師と地域の看護職の連携による取り組み推進策の検討
〔再掲〕2024年度 本会事業【重点事業】

・働き盛り世代の健康を支える地域・職域連携の強化戦略の検討

※ 第2回全国保健師職能委員⻑会資料抜粋
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令和6年能登半島地震における
日本看護協会の活動について



令和6年1⽉1⽇ 16時10分 ⽯川県能登地⽅
• 最⼤震度７(M7.6)の地震が発⽣
• ⼤津波警報・津波警報・津波警報の発令
• 以降、震度1 以上の余震1,695 回

⽯川県における被害状況
死者︓241名

重軽症者︓1,429名
避難者︓11,612名

住家被害︓46,568棟
（2月28日14時00分現在）

1月5日、⾦沢から
輪島市まで⽚道7時間

奥能登地域の
⾼齢化率は約50％

令和6年能登半島地震 災害の概況

© 2024 Japanese Nursing Association 
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1．能登半島地震対策本部
1）対策本部の設置
2）対策本部会議（第18回まで開催）

2．災害支援ナースの派遣調整
3．災害支援ナースの宿泊先・移動

手段の手配
1）宿泊先の確保
2）移動手段の確保
3）緊急事態に備えた対応体制

4．災害支援ナースの活動のための
物品の確保と供給

1）個人用防護具（PPE）等の確保
2）物資運搬のためのトラック等の手配

5．本会職員の派遣
1）保健医療福祉調整本部への本会職員

派遣（1月6日〜2月29日、延べ68人）
2）石川県看護協会への本会職員の応援

派遣（1.5次避難所、石川県看護協
会等）（1月6日〜2月29日、 延べ71人）

6．広報活動
1）公式ホームページを通じた情報発信
2）機関紙「協会ニュース」
3）メディア対応

7．会議関係
1）医療関係団体等緊急会議への出席
2）都道府県看護協会 能登半島地震に関する

現状報告会の開催

8．その他
1）石川県看護協会への活動⽀援⾦の送⾦
2）災害⽀援ナース用看護職賠償責任保険制

度の特別加⼊
3）災害⽀援ナース派遣にかかる交通費等
4）災害⽀援ナース派遣元県協会への委託⾦

の⽀払い

日本看護協会の災害対応

© 2024 Japanese Nursing Association 
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⽉⽇ 概 要

1⽉1⽇ 日本看護協会内に危機対策本部を設置

1⽉5⽇ 石川県看護協会が奥能登地域3か所の医療機関
で災害⽀援ナースによる⽀援活動を開始

1⽉6⽇ 日本看護協会の派遣調整により、全国の災害⽀
援ナースの⽀援活動を開始

2⽉29⽇ 災害⽀援ナースの活動を終了

支援活動の経過

計27都府県看護協会より延べ2,982人が活動
＜活動場所＞
医療機関5カ所、避難所15カ所、1.5次避難所2ヵ所

© 2024 Japanese Nursing Association 

20



今後の取組み

災害⽀援ナースの派遣による外部⽀援は
2月末で終了しましたが、看護職能団体
として、被災地を⽀えるための活動に
引き続き取り組んでまいります

【出典】石川県看護協会
https://www.nr-kr.or.jp/noto_h/noto-project/

© 2024 Japanese Nursing Association 

21

https://www.nr-kr.or.jp/noto_h/noto-project/


JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

テーマ：保健師の未来に向けて基盤を確認しよう！

保健師関連団体が
力を合わせてできること

（一社）日本公衆衛生看護学会 岡本 玲子

2024年3月24日（日）
500人のZoomオンライン集会



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

令和6年能登半島地震へのお見舞い

このたびの石川県能登地方を震源とする大規模な地震に
より、お亡くなりになられた方々に、謹んでお悔やみを申
し上げますとともに、被災されました皆様に心からお見舞
いを申し上げます。

合わせて、被災者の救済と被災地の支援のためにご尽力
されている方々に深く敬意を表します。

皆様のご安全とご健康、そして被災地の一日も早い復興
を心よりお祈り申し上げます。

日本公衆衛生看護学会 役員一同



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

日本公衆衛生看護学会の活動概要

本会は2012年7月に設立され、2015年4月には一般社団法人となり、次年度は
法人としても10年目を迎えることとなりました。会員数は当初の300人から2300
人に増加し、うち2000人が保健師であり、実践者と教育研究者がほぼ半々、若干教
育研究者が多いという構成になっています。

温暖化や新興感染症、軍事侵攻など、予測が困難で影響が地球規模に及ぶ事象が
人々の命を脅かしている現代において、法人化5期めの活動のモットーを「すべての
人に健康を！に向けた私たちの変革と継承（Transformation and Continuity 
in Public Health Nursing toward Health for All！）」とし、この2年間、次
にお示しした方針に沿って活動して参りました。

〔活動方針（法人化第5期）〕
1. 公衆衛生看護のグランドデザインのブラッシュアップと活動の見える化
2. 公衆衛生看護学の体系に基づく実践ガイドラインの開発とエビデンスに基づく活

動の実装
3. 専門家認証制度の始動と体制整備、実践・教育・研究の連動
4. ポストコロナ・新時代の学術活動の推進（DX化、グローバル化、ハイブリッド化）
5. 会員の定着と拡大に向けた魅力ある学会活動への継続的質改善
6. 社会に向けた学会としての提言・声明

本日は、今期の主な取り組みについて、ご報告します。

3



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

社会の変容に応じる変革と継承

公衆衛⽣看護の
グランドデザインの改定

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針1 （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

公衆衛⽣看護のグランドデザイン〜2050年に向けて〜
本会が、2016年6月に作成し公表した
「公衆衛⽣看護のグランドデザイン〜
2035 年に向けて〜」改定の趣旨

2035年に向けたグランドデザインについて、
昨今の急激あるいは想定外の社会の変化への
対応，ならびに内閣府が発出したSociety5.0
の実現という点で、現行の内容では不十分で
あり，学会としてのアクションをより明確に
示す必要があると考え、改定が望ましいと判
断しました。
同時に、長期的に将来を見据えた方向性を
示す必要があるという観点から、2050年に
向けてと改めて、その内容を検討することと
しました。
公衆衛生看護のグランドデザインは、2050
年に予測される社会を見据えて、学会員と社
会に対して、本学会が果たすべき 公衆衛生看
護の方向性と構想を示すものです。
案については、パブリックコメントを経て
修正し、理事会を経て、修正内容を1カ月以
上公開しご確認いただきました。このあと、
2024年6月の総会にて決定という流れとなり
ます。理事会一同、皆さまのご協力を賜りな
がら、新しいグランドデザインに沿った活動
を進めて参ります。

内容時期・場・方法
総務会より、公衆衛生看護のグランドデザイン～2035年に
向けて～の見直しについて、を提案

2022.9.11
第3回理事会

各委員会から1-3について意見集約し、改定案を検討。次
回理事会までの間関連委員会との意見交換会を実施。

2022.11.13
第4回理事会

臨時の改定検討会を立ち上げて検討し、パブリックコメント
を経て、2024年度総会にての決定をめざすこととなった。

2022.12.16
第5回理事会

役員からの推薦者、理事長・副理事長を含む8名を改定検
討会メンバーとし、改定検討会による改定案をパブコメに
先立ち全代議員に諮り意見を収集することを報告した。

2023.1.6
役員に報告メール

改定について意見を出し合い、メンバー間でメール審議を
繰り返しブラッシュアップしてメンバー全員で確認した。

2023.1.25
第1回改定検討会

改定案（新旧対照表、イメージ図）を示し、代議員に諮って
よいかを審議し、承認を得た。

2023.3.2
役員メール審議

3/31を締切とし、改定案について、意見収集シートへの記
入を求め、意見を収集した。

2023.3.10
代議員メール依頼

事前に代議員等の意見と回答案、修正案を示し、メンバー
からの意見を集約した結果を会議にて示し意見交換した。
後日メール審議しブラッシュアップした。

2023.4.18
第2回改定検討会

改定検討会の改定案（新旧対照表、イメージ図、代議員等
の意見への回答書）を示し、パブリックコメントに諮ってよい
かを審議し、承認を得た。

2023.5.14
第1回理事会

総会までの今後の進め方について資料を示し（パブコメか
ら決定への流れ、パブコメの方法、パブコメ反映後の周知
の方法、決定後の公開・周知の方法など）、承認を得た。

2023.6.11
第2回理事会

改定案（新旧対応表とイメージ図）について、メーリングリス
トで会員に周知し、ホームページで1か月間の公開し、20
名より89件のコメントを得た。

2023.6.12-7.31
パブリックコメント

コメントひとつひとつへの回答を改定検討委員会にて協議
し、回答書と修正案を作成した。

2023.8.21
第3回改定検討会

パブコメへの回答書と修正案について検討し、メーリングリ
ストでの会員への周知とホームページでの1か月間の公開
について承認を得た。

2023.10.1
第３回理事会

1か月間公開し、特に追加の意見はなかった。
理事会では、2024年度の活動計画にも反映することとし、
6月の総会にて承認し、学会活動の新たな指針とする予定。

2023.10.13-
11.13 パブコメ回
答と修正案を公開

検討の経過
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JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

公衆衛⽣看護のグランドデザイン〜2050年に向けて〜
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JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

エビデンスに基づく活動の実装に向けて

公衆衛⽣看護の
実践ガイドラインの開発

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針２ （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

実践ガイドラインの開発★学術実践開発委員会

２０２２－２０２３

• 公衆衛生看護実践のためのガイドライン作成のための

スコープおよびクリニカルクエスチョンの設定

• ガイドライン作成におけるシスティマティックレビュー

のための文献検索および1次スクリーニングに着手

• ガイドラインの基本について会員と情報共有するために

第11・12回学術集会でワークショップ開催

２０２４－

• システマティックレビューのための2次スクリーニング

• ガイドラインの草案作成のための体制づくり



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

実践･教育･研究の連動

専⾨家認証制度の始動と
体制整備

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針３ （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

JAPHN認定専⾨家誕⽣︕★専⾨家認証制度委員会

日本公衆衛生看護学会認定専門家

Public Health Nursing Specialist 現在 92名

• 審査要領作成と審査体制整備、審査業務の一部委託

• 広報・周知（第11･12回学術集会ワークショップ、メール・チラシ・雑誌掲載ほか）

• 専門家認定審査、理事会での審議・理事長への諮

• 認定者への認定証・バッジの送付

• 認定専門家へのニーズ調査の検討と実施

• 認定専門家交流会の開催

• 認定者のHP公表



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

ポストコロナ･新時代の学術活動の推進

DX化・グローバル化・
ハイブリッド化の推進

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針４ （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

DX化･グローバル化･ハイブリッド化

12

広報委員会 ●ホームページ： 活動写真，保健師サプリ，研究なうアーカイブ

●定期配信： 研究なう，メールマガジン

●SNS活動配信： Facebook，ユーチューブ，インスタ準備

国際委員会 ●グローバルトーク： 第１回米国、第2回フィリピン､第3回英国

●Global Network for Public Health Nursingと連携

次回カナダ大会（2025/7/28-30カルガリー）への参画、ほか

選挙管理委員会 ●2023年度選挙よりWEB投票システム導入

第11回、第12回

学術集会

●ハイブリッド開催



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

会員の定着と拡⼤をめざし

より魅⼒ある学会活動
へと、継続的に質改善

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針５ （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

継続中の事業（2023年度）

編集委員会
日本公衆衛⽣看護学会誌（電⼦ジャーナル）第12巻1･2･3号の発⾏
ベストレビューアー賞の選考・表彰

学術実践開発委員会
公衆衛⽣看護研究助成の募集・選考・助成

表彰委員会
学術奨励賞(教育・実践部⾨)
学術奨励賞(優秀論⽂部⾨) の受賞者選定と表彰
学術集会における受賞活動・論⽂の公表機会を設定
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JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

委員会企画のワークショップ継続中（第12回学術集会 ）
災害・健康危機管理委員会
プリペアドネス「次の感染症健康危機への備え」
〜地域の保健師の⼒を結集した健康危機管理体制の構築に向けて〜

倫理委員会
みなさん、実際どうしていますか︖倫理審査︕︕
事業評価のための研究的取り組み過程から

教育委員会
多様な経歴を有する新任期保健師の効果的な人材育成の方策

学術実践開発委員会
公衆衛⽣看護実践のためのガイドラインは必要?!︓
ガイドラインの基本を一緒に学びましょう

専⾨家認証制度委員会
「日本公衆衛⽣看護学会認定専⾨家」の公衆衛⽣看護活動
への活かし方

広報委員会
伝わってますか︖⾃分たちの活動
対象者に「届く」発信について考えよう

15



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

社会に向けた学会としての取り組み１

地域看護関連学会
合同委員会

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針６ （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

地域看護関連学会合同委員会 2023年度開始
参加学会︓一社）日本公衆衛⽣看護学会

一社）日本地域看護学会 （今年度当番）
一社）日本在宅看護学会

経緯︓
公衆衛⽣看護学会では公衆衛⽣看護の定義や公衆衛⽣看護学の体系の

明確化、および地域看護学会では在宅看護学・地域看護学・公衆衛⽣看
護学の概念整理等をしていた。双方のこの動きについて、関連学会が合
同で検討し、合意のうえ公表する方向が望ましいという考えから、昨年
度、公衆衛⽣看護学会と地域看護学会の理事⻑が相談し、合同委員会を
持つことが方向付けられた。その後、地域看護学会理事⻑が在宅看護学
会と調整し、2023年度より3学会の合同委員会を開始することが実現した。

今期の活動︓
 在宅看護学、地域看護学、公衆衛⽣看護学の定義の明確化
 学士課程における看護師養成のために必要な共通の教育内容の明確化
 次年度の地域看護学会学術集会での理事会セミナーの企画
 看護学教育モデルコアカリキュラムへの合同での意⾒提出

17



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

社会に向けた学会としての取り組み２

保健師の未来を拓く
プロジェクト

2023年度日本保健師連絡協議会★活動報告集会

活動方針６ （法人化第5期）



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

保健師の未来を拓くプロジェクト（趣旨）

19



JAPHN 日本公衆衛⽣看護学会

保健師の未来を拓くプロジェクト（⽬的）
という問題意識から、まず！

20



日本保健師連絡協議会
2023年度活動報告集会

一般社団法人全国保健師教育機関協議会
会⻑ 臺 有桂

保健師教育のさらなる充実に向けて



1．活動概要

■会員校 239校（全国295校の78.6%）

2

【教育課程別内訳】
⼤学院（22）、⼤学専攻科（5）、専⾨職⼤学院（1）
⼤学（201）、短期⼤学専攻科（2）、
養成所_1年（4）、養成所_統合カリキュラム（4）

教員の質向上と上乗せ教育の推進を図り、
公衆衛⽣看護学をコアとする保健師教育の

さらなる充実を⽬指そう︕

■2023年度アクションプランのスローガン



■主な活動
１）上乗せ教育による実践⼒のある保健師を育成

する教育課程推進
２）公衆衛⽣看護学教員のキャリアラダーに

基づいた研修
３）公衆衛⽣看護学の技術の体系化と教育方法の

検討及び技術教育の普及
【報告書】公衆衛⽣看護技術の明確化と保健師教育への活用

（全国保健師教育機関協議会版）
４）保健師教育課程の質を保証するための評価基準

の改訂
５）保健師国家試験問題改善のための活動

3



６）オンラインジャーナル「保健師教育」の公開
７）将来的な保健師教育における分野別認証評価の

検討
８）健康危機管理に対する保健師教育の現状分析と

強化 【成果物】演習用視聴覚教材
９）公衆衛⽣の向上と国⺠の健康⽣活に貢献する

ための社会活動
【各種委員・委託研究事業への参画】

○保健師の未来を拓くプロジェクト
○⽂科省委託事業︓JANPU臨時委員会「感染症等の健康危機

管理に対応できる保健人材養成のための調査研究事業」
○厚労省「管理職研修を通した⾃治体と⼤学の協働に関する

アドバイザリー事業」
○⽂科省「看護学教育モデル・コア・カリキュラム改訂に

関する連絡調整委員会」
4



2．保健師教育の動向
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１）新カリキュラム
R4（2022）年度⼊学⽣より適用

①看護師基礎教育 97⇒102単位

≪ポイント≫
➢地域包括ケアシステムの推進
➢「地域・在宅看護論」へ名称・位置づけ変更

・対象は療養者を含めた地域での⽣活者
・予防から
・療養の場の拡⼤〜地域へ／での看護活動

参考）厚⽣労働省︓看護基礎教育検討会報告書,R元年10月15日
https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557405.pdf

6

https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557405.pdf


看護師基礎教育における

「地域・在宅看護論」の位置づけ(イメージ）

在宅看護論

各専門領域

基礎看護学

各専門領域

旧 新

7

基礎看護学
地域・在宅

看護論



https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557242.pdf 8

参考

https://www.mhlw.go.jp/content/10805000/000557242.pdf


②保健師教育 28⇒31単位

≪ポイント≫

➢ 事業化・施策化〜ケアシステムの構築
➢ 健康危機管理
➢ 疫学データ・保健統計からの地域アセスメント
➢ 対象への継続的な⽀援と社会資源の活用

〇臨地実習については、多様な場、かつ個人・家族
への⽀援の評価に基づいた訪問を含む継続的な
保健指導を⾏うこと

9



保健師助産師看護師学校養成所指定規則 別表一

10

参考



保健師養成課程の教育の基本的考え⽅、留意点等
【別表1】

11

参考



12

参考



２）保健師国家試験出題基準
R5（2023）年版

13

≪ポイント≫

➢ 訪問に関する項⽬の充実
➢ 事業化及び施策化
➢ 疫学の活用
➢ 地域の保健統計データの分析
➢ 計画の策定・実施・評価や政策策定過程

https://www.mhlw.go.jp/content/10803000/000958455.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/10803000/000958455.pdf


３）看護学教育
モデル・コア・カリキュラム改訂

（⽂部科学省・医学教育課）

■モデル・コア・カリキュラム
各⼤学が策定する「カリキュラム」のうち、全⼤学で共通

して取り組むべき「コア」の部分を抽出し、「モデル」とし
て体系的に整理したもの

看護学︓ R6（2024）年12月公表→R8（2026）年度適用

■教育の焦点
コンテンツ・ベース “何を教えるか”

⇒ コンピテンシー・ベースへ
・学習⼒や学習者の主体性を基盤
・“何ができるようになるか”を重視

14



あるべき保健師像を描き、公衆衛⽣看護学教育で
⽬指す能⼒とレベルを提⽰し、教育の質担保を
図る

保健師（関連団体）の総意に基づく
「コア・コンピテンシー」を組み込んだ

公衆衛⽣看護学教育
モデル・コア・カリキュラム改訂

R6（2024）年度に公表予定
15

➢看護師と保健師、それぞれの特質に応じた教育の
明確化が急務

➢社会の変容に応じた保健師教育の⾒直しが必要



今後とも、ご理解・ご協⼒のほど

どうぞよろしくお願い申し上げます
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保健師実践/教育のスタンダードとなる
コアコンピテンシー等関連概念に関する

デルファイ調査
結果報告

2024年3月24日（日）
日本保健師連絡協議会 活動報告集会

保健師の未来を拓くプロジェクト 企画班
岸 恵美子、岡本 玲子
松本 珠実、臺 有桂

保健師の未来を拓くプロジェクト
2023-2024

全国保健師長会・全国保健師教育機関協議会
日本公衆衛生看護学会

1



本日の流れ

1. はじめに ～プロジェクトの趣旨と経過～

2. デルファイ調査（コンセンサスメソッド）について

3. 保健師のコアバリューとコアコンピテンシー

4. 今後の方向性に関する意見

5. おわりに ～周知と活用に向けて～

2



1.はじめに
プロジェクトの趣旨と経過

3



 保健師に求められる公衆衛⽣看護活動は拡⼤・⾼度化しており、
その実践能⼒の明確化と能⼒開発、および社会的認知の向上へ
の課題を抱えている。

 これらの課題に経年的に、系統的かつ組織的に取り組む体制が
不可⽋である。

日本保健師連絡協議会
【構成６団体】

•日本産業保健師会
•日本看護協会
•日本保健師活動研究会
•全国保健師教育機関協議会
•全国保健師⻑会
•日本公衆衛⽣看護学会

保健師の未来を拓く
プロジェクト

（2023年4月〜2カ年）

全国保健師教育機関協議会

日本公衆衛⽣看護学会 全国保健師⻑会

4全国保健師脅威機関協議会 2023年11⽉ 臺有桂会⻑作成スライド（⼀部改変）

趣旨 保健師の未来を拓くプロジェクト



到達目標 保健師の未来を拓くプロジェクト

保健師関連団体合意のコアバリュー・コアコンピテンシー等明確化へ
時期

2023. 6 7 8 9 10 11 12 2024.1

関係省庁への説明
厚労省看護課
厚労省保健指導室
⽂科省医学教育課

成果物

全保教 公衆衛⽣看護学教育
モデル・コア・カリ改訂へ

公看学会 実践ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等へ

師⻑会 各種調査研究等へ

看護協会 保健師の人材育成
ツール（習熟段階）開発へ

助
産
師
の
評
価
機
構
の
学
習
会

コアバリュー、
コアコンピテンシー等

（案）の検討
デルファイ調査

結果→
説明会・
パブコメ

→公表

保健師に係る政策会議（看護協会）

教育課程委員会を中心とした検討

成果物

全国保健師脅威機関協議会 2023年11⽉ 臺有桂会⻑作成スライド（⼀部改変）

5

保健師の上流の課題を
関連団体の協働で解決
したい

1. 専門職要件：関連団体で
合意された規範や倫理
がない

定義、コアコンピテン
シー等の明確化と合意へ

2. 合意形成推進母体とな
る組織がない

合同委員会化も視野
に教育・実践・研究の3団
体で始動

3. 持続的な質保証に資す
る外部評価機構がない

保健師教育・実践の質
保証を担う機関の検討
が必要

上流の課題



保健師の未来を拓くプロジェクト メンバー（順不同 敬称略 20名）
2024年3⽉現在

6

■企画班

 保健師長会(実践)・全保教(教育)・公看学会(研究)の3団体の長と役員・元役員、および有志の計12名が発起人となり設立を呼びかけ、
3団体の理事会の承認とメンバーの推薦を得て20名にて始動。この際、産業保健師会からも1名推薦を得た。

 有志参加であった看護協会所属のメンバーには8月に依頼し正式に看護協会からの参加となった。



経過 2023年： 保健師の未来を拓くプロジェクト 7

準備1月～3月
拓くプ準備会4月28日 金
拓くプ第1回会議6月20日 火
拓くプ臨時学習会6月29日 木
日本看護協会にて保健師に関す
る打合せ7月10日 月

拓くプ第2回会議7月18日 火

日本看護協会にて保健師に関す
る打合せ8月 1日 火

拓くプ第1回ワーキング8月 7日 月
拓くプ第2回ワーキング8月17日 木
拓くプ第3回会議8月23日 水
日本保健師連絡協議会
第2回会議9月13日 水

産業保健師会に説明9月16日 土

拓くプ第4回会議9月29日 金

日看協 会議10月 3日 火
厚生労働省 保健指導課10月 3日 火
文部科学省 医学教育課10月19日 木
拓くプ第5回会議10月26日 木
厚生労働省 看護課11月 1日 水
拓くプ第6回会議11月21日 火
拓くプ第7回会議12月18日 月

デルファイ調査の結果報告から成案へ

 左側が今までの経過です。進捗に合わせて、看護協会と協
働の相談調整、保健師連絡協議会（6団体）への協力依頼、
厚生労働省・文部科学省への経過説明を行ってきました。

 デルファイ調査結果の報告は上記のとおり、まず6団体各々
への説明・意見交換を行い、取りまとめて保健師連絡協議
会で検討・調整し、パブコメを経て成案、周知、活用へと進
む予定です。



2.デルファイ調査
（コンセンサスメソッド）について

8



デルファイ調査 方 法 9

【調査内容】

 属性：専門家パネル用件に係る項目（年齢、保健師経験年数、
所属、役職、業績、関連団体での役職等）

 コアバリュー・コアコンピテンシー等に関する項目

 追加項目・内容に関する意見、自由記載

【分析方法（合意判定基準）】

 合意の基準は「4 同意する+5 完全に同意する」が70％以
上で合意、80％以上を強固な合意とする

 収束度は、第1 四分位点、中央値、第3 四分位点の全てが同
じ値をとる場合を収束度が高い、四分位点のどちらかが中央
値から外れている場合を中程度、四分位点が全て異なる値
の場合を収束度が低いと判断

【倫理的配慮】

 調査は保健師の未来を拓くプロジェクト（保健師長会、全国
保健師教育機関、日本公衆衛生看護学会）の委託を受け、大
阪大学が実施。関連団体は共同研究機関として大阪大学に
て一括倫理審査。

 国立大学法人大阪大学医学部附属病院観察研究等倫理審査
委員会の承認を受けて実施：承認番号 23222(T2)、
2023年9月19日

【目的】

日本の保健師の実践/教育のスタンダードとなるコアコンピ
テンシー等関連概念を明確にし、実践者・教育研究者等で合意
形成を図ることである。

【調査方法】

 コンセンサスメソッドのデルファイ法による横断的観察研究

 ラウンドは3回、E-mailを用いた無記名自記式質問紙調査

 協力：日本保健師連絡協議会（保健師関連6団体）

 調査期間 2023(令和5)年10月～12月

【研究参加者（専門家パネル）の選定】

 選定基準を満たした専門家パネル500人

 選定基準： Ａ専門性（行政/産業・学校・その他）

Ｂ異質性（実践者/教育研究者、若手/熟練）

Ｃ関心（団体役職者/関連業績保持者）

【原案の作成】
プロジェクトメンバー20名より項目収集・分類・精錬・国内外枠
組みとの比較検討等、3か月5回の系統的方法の協議経て案出



デルファイ調査 結果： 回収状況と専門家パネルの属性
（N=272，*はN=241）

10

実施期間
2023年

脱落率
％

有効回答数
（％）

回収数
（％）

配布数
デルファイ

調査

10. 1～
10.17

－
272

（50.9）
274

（51.3）
534ラウンド1

10.31～
11.11

11.4
241

（100.0）
241

（88.6）
272ラウンド２

11.27～
12. 9

10.0
217

（100.0）
217

（90.0）
241ラウンド3

 選定条件を満たし、協力団体から推薦された専門家パネル
534人に事務局よりメールにて調査票を配信。

 1回目に272人(50.9%)より有効回答を得て、その方々に
2回目を配信し241人より回答を得（88.6％）、その方々
に3回目を配信し217人より回答を得た(90.0%)。

 脱落率は各回1割程度であった。



デルファイ調査 結 果 （合意率） 11

ラウンド３ラウンド２ラウンド１

合意率
4+5

完全に同
意５

同意
４

合意率
4+5

完全に同
意５

同意
４

合意率
4+5

完全に同
意５

同意
４

項目

99.1 76.023.097.9 64.733.296.3 59.237.1健康の社会的公正1

コアバ
リュー

96.3 66.829.589.2 54.834.492.6 55.537.1人権と自律2

98.6 74.724.094.2 68.525.797.4 66.530.9健康と安全3

99.1 83.415.797.5 70.527.096.7 67.629.0プロフェッショナルとしての自律と責任1

コアコン
ピテン
シー

97.2 66.430.991.7 54.437.395.2 55.539.7科学的探究と情報・科学技術の活用2

97.2 78.818.494.2 61.432.894.9 61.833.1ポピュレーションベースのアセスメントと分析3

97.7 78.818.994.6 62.732.094.5 61.433.1健康増進・予防活動の実践4

99.1 71.927.292.5 55.636.991.5 48.543.0公衆衛生を向上するシステム構築5

97.7 68.729.085.5 41.144.484.9 42.642.3健康なコミュニティづくりのマネジメント6

99.1 75.623.590.9 55.635.390.8 52.238.6人々/コミュニティを中心とする協働・連携7

94.9 71.923.090.9 56.034.990.4 53.736.8合意と解決を導くコミュニケーション8

合意基準：4＋5が70％以上で合意，80％以上で強固な合意とする。また、表中の90％以上を太字で示した。

 コアバリュー、コアコンピテンシーについて、全てのラウンドの、全ての項目において80%以上の強固な合意が得られた。
（1：84.9-97.4%、2：85.5-97.9%、3：94.9-99.1%）

 しかも、ラウンド３では全ての項目の4+5が90％以上、5完全に合意が65％以上と高率であった。(収束度も良好・今回割愛)
 次のスライドの図について：デルファイ調査で合意に達した保健師のコアは、国内外の各種枠組みの内容を概ね網羅していた。
「教育」の枠組みにはオレンジ、ピンクの項目数が多く、「実践」ではブルー、水色の項目数が多かったため、今回合意に達
した項目は、それらのいくつかを統合する内容で整っていた。

デルファイ調査 各ラウンドにおける合意率



デルファイ調査 結果 （コンセンサスを得たコアと実践･教育の各種枠組みとの対応） 12



デルファイ調査 結 果 （方法論的妥当性） 13

【透明性と報告の質】

 明確な目的： あり

 デルファイ法を導入した理由 あり

 専門家の選定に明確な根拠がある： あり

 明確な方法の記述： あり

 フローチャート図の作成： 表あり

 コンセンサスの明確な定義： あり

 デルファイ法の資料・測定に関する
パイロットテスト： 一部メンバー

 透明性の高い結果の報告： あり

 データ解析の根拠の明確化と報告： あり

 デルファイラウンドの情報： あり

 限界に関するディスカッション：あり

 結論の適切性： これから

【専門家パネルの選択基準】

 メンバーが所属する組織： ○

 メンバーの認知された権威： ○

 関連する臨床（学術）的な専門知識： ○

 地理的な範囲： ○

 セッティング／実施する場所： ○

 職業／ステークホルダー： ○

【目的とデルファイラウンドの回数】

 課題の特定と項目の生成： ○

 ドラフトの作成： ○

 ドラフトの評価： 査読中

 順位づけ／選定／優先順位づけ： ○

 質的な回答／コメント／フィードバック： ○

 （最終）フレームワークのレビュー／承認： ○
メンバー間

 デルファイラウンドの回数： ○

デルファイ法の実施と報告に関するガイドライン（CREDES、Jüngeret al., 2017)

【次ラウンドのフィード
バックとデザイン】

 統計解析グループの回答：
○

 質的なコメントの要約： ○

 あらたに生成／追加された
項目の包含： ○

 項目の修正： ○

 項目の選別／削除： ○

 最終バージョンの提示、そ
の承認： ○メンバー間



3.保健師のコアバリューと
コアコンピテンシー
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保健師のコアバリューとコアコンピテンシー 15



主な用語の解説
16• 人々とは、各々の人のことであり、個人を基本としている。多くの個人が存在

するので人々と表現している。すべての人々とは、性別や年齢、居住地、健康
度等に関わらず全員という意味である。

• コミュニティの構成要素には、個人・家族、集団、組織、地域社会が含まれる。
コミュニティには、共通の目的や地域特性（文化､慣習､産業､自治等）などに
よる社会的なつながりがある。

人々/コミュニティ

（スラッシュはand/or）

• 「ポピュレーションベース」とは、個を大事に、誰ひとり取り残さない、すべて
の人に健康を、を実現するために、常にポピュレーションを視野に入れながら、
臨機応変に個人やコミュニティ、システムにフォーカスして包括的に事象を見
る、あるいは個から全体、全体から個という双方向で見る、複眼的・多角的な
視点で総合的に見る原則を指します。活動方法には、個別対応やハイリスクア
プローチ、ポピュレーションアプローチ等が含まれます。

ポピュレーションベース

※人口集団しか見ないとい
う意味ではありません

• 健康増進とは、正の状態（positive）を増進する、よりよく生きる方向に向か
う意であり、健康増進活動は、健康な生活習慣や行動の獲得、セルフケア能力
やQOLの向上を目指し、身体的、精神的、社会的な健康全般を向上させるた
めの取り組みを指します。

• 予防とは、負の状態（negative）を防ぐ、解消する意であり、予防活動は、健
康を阻害する要因となる上流の問題を捉えて、人々を疾病や障がいから保護
し、疾病の発生や広がりを未然に防ぐための戦略的な取り組みやアプローチ
を指します。

健康増進・予防活動

＝健康増進活動と予防
活動

• 合意を導くコミュニケーション：個人やコミュニティとの関係構築と対話、分野横断的

（水平的）あるいは職位縦断的（垂直的）など多様なレベルの合意形成に欠かせないコミュ
ニケーション能力です。合意に向けて、民主的に、中立性を保ち、相互のウィンウィンや共
存共栄を志向して、対立ではなく全体の調和を生む方向に総合調整的に対話を進めるコ
ミュニケーションの力量です。常に全体をみるのは、Health for All、No One Left
Behindといった考えを基盤に持つ3つのコアバリューを反映しています。

• 解決を導くコミュニケーション：現場の課題解決に資する目標を志向した活動に欠か

せないコミュニケーション能力です。正解や特効薬のない公衆衛生看護活動において、そ
の時点その場所で当面成立可能で受容可能な最適解を導くコミュニケーションの力量です。
前進だけでなく後退もあり、受容するだけでなく折衝することもあります。社会資源やネッ
トワークを創造するための戦略的なコミュニケーション能力でもあります。

• これら両方のコミュニケーション能力を駆使して、プロセスを重視し、バランスを取りなが
ら、全体のよりよい方向に向けて活動するところに保健師の専門性があります。

合意と解決を導くコミュ
ニケーション

※一般的なコミュニケー
ションを基盤として、保健
師の専門性に焦点をあてた
コミュニケーション能力を
示しています

【修正方針】
原案の修正においては、次の修正

方針を決め、全ての意見を慎重に吟
味しました。

 教育、実践、研究において全ての
保健師が合意のうえ共通に使用
できる内容をめざす。

 保健師の専門性や独自性、公衆衛
生看護における重要な原則が、枠
組みと定義に表現されるように配
慮する。

 文言の修正において、枠組み・定
義は、その下層に多くの内容を含
むものであるため、できるだけシ
ンプルにかつ多くの意味内容を包
含する用語を用いて表現する。

 枠組みの表現には、目的を表す内
容は書かず、また「～の能力、～の
コンピテンシー」などを付けない。

 本質を示す言葉を選択し，説明的
な言葉や具体的な方法・手段に当
たる内容は含めない。



保健師のコアバリューとコアコンピテンシー：イメージ図

健康と安全

健康の社会的公正

人権と自律

プロフェッショナルと
しての自律と責任

ポピュレーションベースの
アセスメントと分析

健 康 増 進・
予 防 活 動

の 実 践

科学的探究と
情報・科学技術の活用

健康なコミュニティづくり
のマネジメント

公衆衛生を向上する
システムの構築

人々/コミュニティ
を中心とする

協働・連携

合意と解決を導く
コミュニケーション

社会の安寧
対象の健康の保持増進、
QOLの向上、疾病や障害
の予防と回復の促進

コアバリュー
コアコンピテンシー

脚注：

公衆衛生看護の目的 ※向きに意味はありません
• 各コアは臨機に融合して機能するため枠線がない
• 目的の達成に向けて柔軟に形を変え回転もできる

ように球体を成している
• バリューはぶれることなく常に中心に位置づき、

バリューを通してコンピテンシーを発揮するイ
メージとしている



４.今後の方向性に関する意見
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意見収集：今後の方向性 19

％内容周知・活用方法の分類
73.7保健師関連団体が⼀致団結、協⼒して教育・実践・研究に、各種機会や媒体を⽤いて活⽤する。周知・活用の原則
64.5「地域における保健師の保健活動について」等で、明確に触れられること周知・活用の体制整備
58.1国（厚生労働省・⽂部科学省）からの通知・通達（局⻑通知等）法制度への反映
55.8指定規則の「保健師に求められる実践能⼒」への反映、活⽤
53.9保健師活動指針の周知方法のように系統的な方法で実施倫理的な指針に反映
52.5組織的な現任教育の実施組織的な教育体制構築

周知機関・人材
53.5看護系教育機関での基礎教育
64.1保健師教育機関での
63.1⾃治体︓都道府県・保健所・管内市町村主催の現任教育
69.6全国保健師師⻑会保健師関連団体企画
53.9全国保健師教育機関協議会
54.4日本公衆衛生看護学会
55.3日本看護協会

教育方法
51.6全ての看護学生・看護職周知・教育の対象
70.5全ての保健師学生
77.0全ての保健師（特に新任期、管理職・統括保健師）

教育の機会・場
62.7シラバスに明⽰（公衆衛生看護学概論、等）保健師教育
60.4人材育成研修（キャリア別︓特に新任期・管理期）保健師の現任教育

媒体（周知/教育/活用）
50.7保健師関連の教育、実践、研究の枠組み（共通に使⽤）全体
51.2保健師教育の教科書基礎教育
53.0習熟度段階（キャリアラダー）現任教育
51.2保健師ジャーナル等専⾨誌への連載関連団体合同事業

保健師の関連概念が､今後広く周知され､皆に活用されるために⾏う必要があること。重要と思う内容にチェック。（重複回答）
50%以上の項⽬を表示、N=217

自由記載（抜粋）
 質の向上は責務と思う。
 報告が出たからよいのではなく、

（定着に向けた）現場での取り組み
が欠かせない。

 まず調査協力団体の理解と合意を
経て作り上げることが重要。

 様々な手段・方法を駆使して基礎教
育・現任教育・実践に行かせればよ
い。

 全国保健所長会にも周知を。
 保健師と教員等への周知と共通認

識、協働が必要（双方の活動・教育
内容の把握が必要）。

 正しく伝えられる人や媒体を活用し
た統一的な伝達が必須。

 そのための戦略的な取り組みが必
要。

 このままの表現で伝えられても実
践とつながらなければ理解でいな
いので例示が必須。
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明⽰︓可視化、⾔語化、映像化、数量化、ナラティブ化等により社会に公表し⾒せること⽤語の解説

活動︓公衆衛生看護活動のこと
対象︓人々/コミュニティのこと

％N=217活動原則・倫理
58.1使命と責任の明⽰
53.0保健師が遵守する倫理の明⽰（倫理綱領、ガイド、⼿引）
67.7保健師の専⾨性・独⾃性の明⽰
61.3法律・制度上の位置づけ・役割の明⽰
54.8コアバリューとコアコンピテンシーの明⽰
43.3保健師職能による品質管理の基準と実際の明⽰職能としての品質管理
47.0活動と成果の説明責任を果たす⾏動指針の明⽰
46.1エビデンスに基づくガイドラインの明⽰
41.0就労後の定期的⾃己研鑽システムの構築制度や体制による品質管理
46.1課題解決への寄与を検証した研究成果の明⽰調査研究による品質管理
60.8保健師による社会の公衆衛生向上の成果評価活動成果の公表
47.0活動実績の明⽰（アウトカム、量的・質的評価）
45.2活動目的・目標の明⽰活動内容
49.8根拠に基づく活動の明⽰
44.7活動展開のプロセスの明⽰
40.6実際に取り組み貢献している姿の明⽰活動の実際
45.2住⺠との協働の実際の明⽰
42.4各領域における活動の実際の明⽰

名称独占の保健師が社会的な信用⼒を得た専⾨職であるために、保健師個人あるいは職能集団として⾏うべきこと。
重要と思う内容にチェック。（重複回答） 40%以上の項目を表示し、50％以上の項目に黄色マーカーをした。

自由記載（抜粋）
 実践家と研究者の協働による公衆衛

生看護の明確化と公衆衛生への寄与
を可視化必須

 行うべきことだけでなく、社会全体に
どのように明示するかの方策が必要

 人材育成と資質の向上、職能の強化に
尽きる

 保健師の社会的な位置づけと専門性
の確立が重要なので、免許更新制度
の議論は不要

 本人にとっても雇用主にとってもイン
センティブを持てる資質向上の仕組み
が必要（研修履歴の作成、それを活用
した指導助言等）

 ベテラン保健師のスキルを見える化し、
認証保健師、エキスパートとして評価
される制度の創設

 保健師の人数と行動経済学的評価と
の関連についての研究結果を関連団
体・世間一般に周知

 研究成果の公表による世間の認知度
の向上



５.おわりに
～周知と活用に向けて～
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1. 保健師関連6団体の協力を得て3ラウンドのデルファイ調査を行った。

2. コアバリュー、コアコンピテンシー、定義の案について90％以上の非常に強固なコンセンサスを
得た（N=217）。

3. コンセンサスを得たコアバリュー、コアコンピテンシーは国内外の枠組みと整合し、かつ保健師の
専門性と活動の原則が組み込まれたものであった。

4. 質問紙の作成から調査終了の過程について方法論的妥当性を確認した。

5. デルファイ調査でいただいた意見、保健師関連６団体への説明と意見交換、パブリックコメント
で得た意見をもとに修正し、本合同事業における成案に至った。

6. 周知、活用に向けた意見を収集し、今後の方向性を確認した（日本保健師連絡協議会参加団体を
通しての周知、活用推進、および合同事業メンバーが中心となって学会誌、雑誌、会報、研修ほ
か各種機会にて周知、活用推進を図る）。

7. 活用については、実践面では、保健師活動の基盤となる「地域における保健師の保健活動につ
いて（保健師活動指針）」、基礎教育においては、保健師教育のモデルコアカリキュラムや、指定
規則の「保健師に求められる実践能力」、現任教育においては、保健師実践能力習熟度段階(クリ
ニカルラダー)、研究においては本枠組みに沿った実践ガイドラインの開発といった全国的なス
タンダードを作成する際に、保健師関連団体による合意水準を満たした見解として活用できる。
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